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○南相馬市大学生等宿泊支援事業実施要綱 

平成３１年３月２５日 

告示第６４号 

改正 令和４年３月２４日告示第６９号 

令和４年３月３１日告示第７８号 

令和５年７月１２日告示第１５６号 

（趣旨） 

第１条 この告示は、交流人口の拡大を図るため、地域と大学等との対話及び交流を通じた

連携・協力・協働によるまちづくり、人づくりを目指し、もって本市の活性化に寄与する

ため、大学等が市内で行う地域課題解決のための取組等に係る宿泊費用の一部を助成する

ことについて、必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この告示において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号の定めるところによ

る。 

(1) 大学等 大学、短期大学、高等専門学校及び専門学校をいう。 

(2) 教授等 大学等の教授、准教授、講師、助教及び助手をいう。 

(3) 学生 大学等の学生をいう。 

（助成対象者） 

第３条 この告示において助成の対象となる者は、次の各号のいずれにも該当する者とする。 

(1) 市内で地域課題解決のための取組等を行う教授等又は学生 

(2) 助成金の受領を宿泊施設に委任する者 

(3) 本市と継続的な関わりをもつ意思のある者 

（助成額等） 

第４条 助成の額は、市内で地域課題解決のための取組等を行う際の宿泊１泊につき１人当

たり３，０００円とする。ただし、当該宿泊に係る費用が３，０００円に満たない場合は、

当該宿泊に係る費用の額とする。 

２ 助成は、助成対象者又は助成対象者の代表者に対し大学生等宿泊支援事業助成券（様式

第１号。以下「助成券」という。）を交付し、助成金の受領の委任を受けた宿泊施設へ費

用を支払う方法で実施する。 

３ 宿泊時における飲食料金その他の宿泊に付随して受けたサービス料金は、当該サービス

を受けた者の負担とする。 

４ 助成を受けることのできる宿泊数は、１人当たり年度内１８泊を限度とする。 

（申請） 

第５条 助成券の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、宿泊を希望する

１４日前までに大学生等宿泊支援事業助成券交付申請書（様式第２号。以下「申請書」と

いう。）を市長に提出しなければならない。 

（通知及び助成券の交付） 

第６条 市長は、前条の規定による申請があったときは、速やかに内容を審査し、適当と認
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めたときは、助成を決定し、大学生等宿泊支援事業助成券交付決定通知書（様式第３号。

以下「決定通知書」という。）により、申請者に通知するものとする。 

２ 市長は、助成券の交付の決定を受けた者（以下「利用者」という。）に対し、助成券を

交付する。 

３ 助成券は、原則として再発行しない。 

（内容の変更） 

第７条 利用者は、助成券に記載された内容を変更しようとするときは、申請書を市長に再

度提出しなければならない。 

２ 前項の申請に係る審査の結果の通知及び変更後の助成券の交付については、前条の規定

を準用する。 

（利用できる宿泊施設） 

第８条 利用者が利用できる宿泊施設（旅館業法（昭和２３年法律第１３８号）第３条第１

項に規定する許可を受けたものが宿泊営業を営む施設。以下同じ。）は、次の各号のいず

れかに該当する市内の宿泊施設とする。 

(1) 南相馬市旅館ホテル組合に加盟する宿泊施設 

(2) 農家民宿かあちゃんの会に加盟する宿泊施設 

(3) その他市長が認めるもの 

（助成券の効力等） 

第９条 助成券は、助成券に記載された期間中に限り、効力を有する。 

２ 助成券に記載された内容に変更が生じた助成券及び助成券に記載された宿泊期間内に利

用しなかった助成券は、無効とする。 

（助成券の利用方法等） 

第１０条 利用者は、宿泊する当日、宿泊する宿泊施設に助成券を提出し、宿泊施設が定め

る宿泊の手続きをしなければならない。 

２ 宿泊費と助成額との差額については、利用者が負担するものとする。 

（目的外利用等の禁止） 

第１１条 利用者は、地域課題解決のための取組等以外の目的で助成券を利用し、又は第三

者に助成券を譲渡し、若しくは転貸してはならない。 

（取消し、返還等） 

第１２条 市長は、利用者が次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、利用者に対し、

助成券の交付決定を取消し、助成券を利用していた場合は、助成券相当の金額を請求する

ことができる。 

(1) 助成券を不正に使用し、又は他の目的に使用したとき。 

(2) この告示の規定に違反したとき。 

(3) 前号に掲げるもののほか、市長が不当と認めたとき。 

（報告書の提出） 

第１３条 利用者は、市内での地域課題解決のための取組等が完了したときは、速やかに活

動報告書（様式第４号）を提出しなければならない。 
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（請求） 

第１４条 宿泊施設は、毎月初日から当月末日までに受領した助成券を集計し、翌月の２０

日までに大学生等宿泊支援事業請求書（様式第５号。以下「請求書」という。）に当該助

成券を添付し、市長に請求するものとする。 

２ 市長は、前項の規定による請求があったときは、請求書の内容を審査し、当該請求のあ

った日から起算して３０日以内に支払うものとする。 

（その他） 

第１５条 この告示に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この告示は、平成３１年４月１日から施行する。 

附 則（令和４年３月２４日告示第６９号） 

この告示は、令和４年４月１日から施行する。 

附 則（令和４年３月３１日告示第７８号） 

この告示は、公布の日から施行する。 

附 則（令和５年７月１２日告示第１５６号） 

この告示は、公布の日から施行する。 
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